























































































































































































































〕）市'１１Jｲﾘ･が受理唇 Ｖ 虐待疑い高齢者 彼1,曾待高齢者 ,剛１１１番・鍵識者 717 1111 村111戸'''二 苫11'|解決処IFI1lH1係機関等
） 
可


































































































































讃lmmjh法８条鰯ｌｒｉ 団 ービス7 7乗 l8j介護．I:IjM禰護． j珊介jZiI1I入iif1I三iYYj}篭等


































































































Ｙ－ゾ、 念） JiIllihmTLWW 一嘉三ﾆﾏﾗづ鬮旨透二三>１ 川上総合１１:務所 冊栄総合zlf獅所 lIMrIll総合:ijlMij所Ｃ 
… 
｛ （ ⑪ ￣￣￣ 函
A-Zごi2y2二､ ▽ 
－－－ 









































































仔闘関での検『1１割 '一サービスl〃liH会搬 」サービス孤当音会祇－含 l山城’1111係樫MIIからの情報ｌｕｌＩｄ















































講村定食皿I 詩ﾘリ と会↓ Ｌ｣ 












































































































































































’ ） 1111域 艤居:i:iiiiiiﾄﾞし要援謎筒iMi1fiし ガノ
■'＃iiii1jﾀﾞ/＞`／ 鷺要援誕高齢 術の見〈1:り活､１2） ］ 
」 ／ ／ 、 、民とk委員ごとのlMflIi化委貝 ヂ‘３ 台帳配布町活動蕊 提供訪Ｉ ／ ７ 
グ ↓‘④ ↓ 、
111当地lｘごとの岼蝋……Ⅲ 、Ｉ地域包括支援センター 地域包括支援センターjmjjJM包括 台11蝿臘備
、Ｌ 」
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平成17年度 123 5０ ８ 
図８３市の虐待相談の推移
市1111村における高齢者膣侍防｣Lシステムの課題 1１５ 
以上の先進市区の例から，高齢者虐待防止関連
機関のネットワークの構築については，介護サー
ビス事業者，関連団体を１１１心に協力や参加を求め，
協議会や連絡会の形態でシステムの構築が重要で
あることがわかる。そして，高齢者における福祉
の情報化については，萩市や金沢ilTの情報共有の
方法が参考になるかもしれない。実際の虐待事例
への介入システムは，虐待対.応個別会議（地域ケ
ア会議）を必置することやケアマネジメントサイ
クルにより，継続した支援が必要である。また，
緊急保護施設の確保も重要である。それぞれの市
区で濃淡はあるが，このような体系が，高齢者虐
待防止法に規定されたシステムを実際に運用して
いくシステムと考えてもよいだろう。
期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定時
から，事業者に新しい公共の一翼を担う役割を求
めることとした。このように３者の役割分担が|ﾘ」
確になっているため，区は高齢者虐待対･応マニュ
アルの作成やサービス事業者別の連絡会，成年後
見連絡会等の組織の支援と連携を行っている。区
は区・事業者・区民の調整型の役割を果たしてい
る。
横須賀市は，高齢者虐待防止ネットワークの榊
築に関し，高齢者虐待防止センターがネットワー
クミーティングを開催することで，事例を積み重
ねながら各関係機関との連携を強めていく方式と
いえるだろう。
金沢市においては，高齢者福祉保健台帳を基盤
にして福祉の情報化を図っている331。セキュリテ
ィの問題から，市直営のお年寄り福祉支援センタ
ー（基幹型在宅介護支援センター）で情報をデー
タベース化し，その他の機関は紙ベースによる情
報共有を行っている。情報共有の先端が地域の民
生委員であるという点が特徴といえる。
第２に，高齢者虐待事例に対する介入システム
の構築について検討する。秦野市については，保
健師が中心となってシステム構築を行っており，
地域保健の視点から予防に重点を置いている。３
つの段階的なケアマネジメントサイクルで高齢者
虐待に対応している。高齢者虐待に介入するシス
テムをケアマネジメントサイクルで表現した流れ
は．高齢者虐待防止法で規定されたシステムを現
実化したものといえる。他市IIT村においても比較
的導入しやすいシステムであろう。
横須賀市においては，高齢者虐待防止の歴史が
最も古く，システム構築は完成しているといえる。
特に，高齢者虐待防止センターという独立型中核
機関を設置したことで，多くの事例への専門的介
入を分析する能力も高い。
世田谷区においては，虐待発見のチェックリス
ト等による虐待介入への判Ｍｌ｢材料の提示をしてい
る3D。
最後に，世田谷区，金沢市ともに緊急保護施設
を確保している。
第３章高齢者虐待防止システムの課題
高齢者虐待防止法において特徴的であるのは，
市１１１１村が中心となって高齢者虐待防止に対応する
ことである。地域の実情に合わせて高齢者虐待防
止施策を展開することが狙いとされている。しか
し，児童虐待防止法については児童相談所，ＤＶ
防止法においては配偶者暴力相談支援センター，
とされていることからもわかるように，対.人援助
において専門的な介入技術が必要である高齢者虐
待について，独立の中核機関の設置がされないこ
とは問題がある。しかし，独立型の中核機関の設
置については都道府県による設置を求めているわ
けではない。中核市による児童相談所の設置が，
平成18年度より，横須賀市と金沢市で開始された
ことから，身近な市''１７村に中核機関を設置するこ
とが有効かどうかは評価を待つ必要がある。児童
虐待や高齢者虐待においても，コミュニティソー
シャルワーク（CommunitybasedSocialwork）の
活動基盤が整備されているならば，住民の生活に
密着した市111J村に高|齢者虐待防止の中核機関を設
置する方が望ましい。高齢者虐待防止法の与野党
調整の段階において，市''1J村による高齢者虐待防
止センターの設置が見送られたことは再考を要す
る35)。
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一方，施設内虐待において直接的な責務は，介
護保険施設等の認可や介護支援専門員の資格授与
や実務研修等の役割を担っているのが都道府県で
あることを考えると，市町村よりも都道府県の組
織がより適当でないかと考えられる。市町村から
都道府県に対し直接的な協力が必要であることは
いうまでもないが，養介護施設従事者等の虐待に
ついては，都道府県に責任を求める方が現状では
より効果的でないだろうか。また，施設内虐待に
おいて虐待の発見，通報は，養介護施設従事者等
の内部告発に頼るばかりでなく，高齢アメリカ人
法に規定される長期ケアオンブズマン・プログラ
ム3`)等の第３者よる施設内虐待の発見，通報の制
度が必要である。これらの点については高齢者虐
待防止法により初めて規定されたことであるので，
今後の状況を見守りたい。
実際の介入場lhiにおいて注'三'すべき点は，緊急
保護のための短期入所であろう。緊急短期入所の
居室確保は予算化されなかったが，短期入所事業
所が定員を超過した場合でも減算の対･象とならな
い取扱とされた37)。しかし，法が居室の確保を求
めるならば，国の予算措置が必要であると考えら
れる。また，多くのT17lI1T村から指摘されているの
は，緊急時の虐待者と被虐待者の分離についてで
ある。「やむを得ない事由による措置」の対応も
必要であるが，医療機関へ緊急入院を行った場合，
医療ケアに対する被虐待者の自己負担分未払い問
題が発生している38)。医療ケアに関しては，措置
費による支払いは不可能である。この問題はケア
会議等でも頻繁に指摘され，医療機関との連携の
足場を崩す可能性が危愼される。
次に，高齢者虐待防止において中心的役割を期
待されている地域包括支援センターの機能を考え
てみる。地域包括支援センターは，「地域住民の
心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な
援助を行うことにより，その保健医療の向上及び
福祉の増進を包括的に支援すること」を目的とし
て平成18年４月に市111J村に設置された（介護保険
法第115条の39項１項)。地域包括支援センターの
主な業務は，介護予防ケアマネジメント業務．総
合相談支援・権利擁護業務，包括的・継続的ケア
マネジメント業務の３つである。このうち，高齢
者虐待防止は権利擁謹業務に位置する。
地域包括支援センターに配置された職種は，社
会福祉士,保健師,主任ケアマネジャーであり，３
職種がチームアプローチを行うとされている。通
常，社会福祉士が中心となって権利擁護業務に携
わる。この点について，急遮，社会福祉士を必置
制としたため，経|験のある社会福祉士が配置され
ず，実践経験のない社会福祉士が多く配置されて
いるTl7llT村が多いと指摘されている39)。また，平
成18年度においては，地域包括支援センターの３
業務が，フル稼IiliIしている状況ではないのでｲ0)早
急な判断は避けるべきであるが，介護予防事業が
１００％稼動する平成19年度は，権利擁誰業務に対
し充分な関わりが可能であるか注目していかねば
ならない。
最後に，高齢者虐待防止法で規定された「高齢
者虐待対応協力者」を中心とした連携体制の構築
が，虐待に対し効果的な対応を可能にする決め手
となるであろう。連携体制の構築は，各団体や機
関に協力依頼をし，机上でシステム図を作成する
ことではない。高齢者虐待対応の前提条件は，萩
市のオンラインシステムや金沢市の高齢者福祉台
帳の整備というツールによる情報化だけでなく，
横須賀市の専任高齢者担当保健師活動等による地
域からの情報をシステム上の流れにのせる工夫も
必要であるⅡ)。これらの情報が早期発見につなが
り，その後の地域ケア会議等で方向性が協議され
ることとなる。高齢者虐待に関わる地域ケア会議
やサービス調整会議等においては，弁護士や警察
の参加はもとより，事例によって柔軟に参加者を
決定する方針が必要である。システム上は各機関
が固定化した役割を果たすことも重要であるが，
ネットワーク上は柔軟な結び付きを持たせること
がより重要となる。特に，複雑な虐待事例におい
ては，柔軟な関係機関の結び付きが対応において
効果的である。
また，「高齢者虐待対応協力者」については，
世田谷区や金沢１１丁などの行政主導型の「高齢者虐
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被害者からの通報に対する警察の協力と関わり等
については，法施行後間もないため，経過を見守
りつつ，今後の課題としていきたい。
侍防止連絡協議会」等の連携組織の構築がある。
これらの組織は，市区''1J村の高齢者虐待防止施策
について協力や評価等を行う組織と位置づけられ
る。同法では，「高齢者虐待対応協力者」につい
て，現場の対･応に近い連携組織と上位の連携組織
を分ける規定はないが，先進市区は，上位組織と
下部組織の２段がまえの構成をとっているところ
が多い。これは，連携組織が施策全体を協議する
組織と現場の事例を協議する組織に分けられてい
ることを意味する。今後は，各地域で自然発生的
に草の根で活動し始めている組織やＮＰＯ等との
連携も視野に入れ，連携組織として協力していく
必要があるだろう。
注
ｌ）本法では，高齢者虐待の相談・指導（第６条)，
通報等（第７，８条)，通報後の措置（第９条)，立
入調査（第11条）等，直接的な責務を負うのは市
Ⅱ|J村とされ，地域包括支援センターの関与が予定
され，市１１１１村と連携協力をする高齢者虐待対応協
力者を'二１１心としたシステムの構築についても規定
されている（第９条，１６条，１７条、１８条)。
２）国及び地方公共団体の責務等については，法３
条。
３）会長に参議院議員陣内孝雄，事務局長に参議院
議員南野智恵子，事務局次長に衆議院議員馳浩。
４）民主党は山井和則議員が中心となり平成16年高
齢虐待プロジェクトチームを設置。平成16年７月
に法律案要綱を作成した。公明党は平成15年の衆
議院選挙のマニフェストで，高齢者虐待防止の法
整備を掲げ，平成16年第159回国会参議院本会議や
予算委員会で，高齢者虐待防止への取組について
積極的な発言がみられ，平成17年３月「高齢者虐
待防止対策ワーキングチーム（古屋範子庫長)」を
設置。その後，自民党と共同で設置した「高齢者
虐待問題与党プロジェクトチーム（馳浩座長)」が
法案要綱を作成し，議員立法による立法化をn指
すこととした。
５）金沢市においては，平成14年度９件の報告があ
った。
６）本事業は先駆的事業であり，国の補助率が100％
であった。
７）国2/４，県l/４，７１丁|IIT村l/4の財源割合となる。
８）医療経済研究機榊「家庭内における高齢者虐待
に関する調査報告書」（2004.3)。2003年に行った
「家庭内における高齢者虐待に関する調査」であり，
初の全国調査であった。
９）高齢者虐待についての協議機関との連携，実態
調査，虐待発見に関わる福祉保健従事者に対する
１１１|｢修，住氏への情報提供の４つが骨子となってい
るTl丁Ⅱ1J村が多い。藤沢市高齢者虐待防止対策事業。
，ＩＩｆ広市高齢者虐待防止ネットワーク事業等多数。
10）金沢市では，平成15年-17年に301']1を超える高
齢者虐待の研修を民生委員を対象に行ってきたが，
研修後の質問では，「高齢者虐待と親子喧llillFの違い
は」「親子関係に近隣住民が関与するのは相手方に
対する権利侵害でないか」「|H当地域で児童虐待で
なく高齢者虐待まで，関与するのは限界である」等
の質疑が高いWii率で発言される。
11）1621可国会で民主党は単独で，７月29日の衆議院
厚生労働委員会に提出した。自民．公明両党は８
おわりに
本稿では，高齢者虐待防止法施行により，市区
|IIJ村の高齢者虐待防止事業の経緯を検討した。高
齢者虐待防止法に規定された虐待防止対応は，市
区町村でどのような高齢者虐待防止システムとさ
れているかを論じるため，先進５市区の高齢者虐
待防止システムを参考にして，ネットワークの構
築やケアマネジメントサイクルによる介入の必要
性を言及し，高齢者虐待防止システムの課題につ
いて明らかにした。
高齢者虐待防止法の制定は，市'''1村を責任主体
として明確にしたため，高齢者虐待施策の底上げ
につながると評価できる。また，改正介護保険法
制度も施行され，地域包括支援センターを核とし
た地域福祉ネットワークの構築と高齢者の権利擁
護が市町村に課せられたことで相乗効果が認めら
れる。高齢者虐待の通報・受理体制．事実確認。
関係機関との対応の協議，立入調査や緊急時の保
護，やむを得ない事由による措置の活用，成年後
見制度のTlTHlJ村長申立の活用，そして施設内虐待
への対応等の一連の高齢者虐待防止対.応が規定さ
れたことも前進したといえる。
しかし，養護者による虐待には「同居人」によ
る虐待が含まれていないことや65歳未満の被虐待
者に対鬘する支援は規定されていない。立入調査や
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月５日「高齢者虐待の防[上，高齢者の養護者に対
する支援等に関する法律案」を衆議院に提,(1)し，
法案提出の背景上，誰もが成立を予定したが，８
月８日参議院本会議で郵政民営化関連法案が否決
され，衆議院解散となったため，廃案となった。
12）「在宅における高齢者虐待防止と介謹者支援推進
事業報告書」（生活福祉研究機椛2006）121-218頁。
13）養介謎施設又は養介護事業において業務に従事
する養介護施設従事者等による高齢者虐待を受け
たと思われる高齢者を発見した場合は，市Ⅱ｢村に
通報する規定である（法21条)。自民党の一部から，
老人福祉施設経営者からすると事実に基づかない
通報は，風評被害や社会的信頼を｜１１ない施設経営
に影響を及ぼすという点から反対が表明されてい
た。この点について，同法第21条６項に，「(虚偽
及び過失によるものを除く)」という文言をl｣Ⅱえる
修正案により，まとまった。
14）法制化の経緯については，猪熊律子「高齢者虐
待防止法の成立の経緯｣『高齢者虐待防止{ﾘ｢究｣voL2
／Nol（2006）６－１０頁が詳しい。
15）地域包括支援センターは，「被保険者に対する虐
待の防止及びその早期発見のための事業その他の
被保険者の権利擁誰のため必要な援助を行う事業
高齢者虐待防止，早期発見，権利擁護のための必
要な援助を行う事業（介誰保険法第115条の38第１
項４号)」と規定されている。
16）当会議で厚生労働省令，法律施行規則の説'ﾘｌ
そしてマニュアルに基づく説明があった。これら
を受けて，市|IIJ村は要綱等を作成するならば，５
月一６月にスタートするほかない。
17）高齢者虐待に関わる地域包括支援センターは，
平成18年４月より運営されているため，虐待事例
が発生した場合は，地域包括支援センターを中心
に介入していただろうが，法に基づいた形での体
制づくりである立入調査の手続き（要綱等や立入
調査証の作成）や居室の確保等は，数ヶ月を要し
た。
18）田｢|i寛之「高齢者虐待の合資，高齢者の擁護者
に対する支援等に関する法律」『ジュリストjＮＯ
ｌ３０６（2006）２９頁。「市1ⅡT村・都道府県における高
齢者虐待への対応と養誰者支援について」（厚生労
lliII省老健局，2006）２８頁を参照。
19）「養護」とは，当該高齢者の日常生活において，
何らかの世話をしていることである。「現に養護す
る者」の範囲は，近所に住み，｜]常的に世話をし
ている同ｌ４していない親族も含まれるとしている。
１１本弁護士連合会高齢者・障害者の権利に関する
委員会編｢高齢者虐待防止法活用ハンドブック』(民
事法研究会，2006）２３頁参照。
20）現に世話をしていない高齢者の親族であっても
経済的虐待を行うことができ得る関係にあると考
えたことによる。経済的虐待は，高齢者と関係の
ない第三者も含め不当に財産上の利益を得ること
ができる可能性があり，加害者の範囲を限定しな
いことも考えられた。しかし，高齢者と一定の関
係にある者からの不当な行為から高齢者を保護す
るという法律の趣旨に合致しないものまで虐待に
含まれる可能性があることから，範囲が限定され
ることとなったという。Ｈ]中寛之「高齢者虐待に
対する適切な対応と高齢者の養護者の負担軽減を
図る」『時の法令」No.1760,35頁。
21）地域包括支援センターに対し，立入調査は，事
務の委託事項に含まれていないことから，市町村
直営の地域包括支援センターに限られ，市''１丁村が
民ＩＨＩ法人等の委託契約を結んでいる地域包括支援
センターでは行えないとされている。前掲（厚生
労働省老健局，2006）５１頁。
22）市llT村長は，高齢者の生命又は身体の安全の|ｉｆ
保に万全を期する必要がある場合’警察署長に対
し援助を求めることが義務とされた。（第12条２項）
23）養介談施設従ｉＴ者等については，本来，高齢者
が介護サービスの提供を受けるべき場所での虐待
が特に許されないものであるからだとしている。
前掲。Ｈ｣中寛之『時の法令」No.1760,39頁。
24）市町村は改正介護保険法による地域密着型サー
ビス事業は市町村が指定権限を持つこと，また，
保険者としての報告徴収権限がある。m1Ii寛之「高
齢者虐待の合資，高齢者の擁誰者に対する支援等
に関する法律」「ジュリスト』No.1306（2006）３１
頁。
25）公表については，「高齢者虐待の防止，高齢者の
擁談者に対する支援等に関する法律施行規則」（平
成18年厚生労働省令第94号）
26）「高齢者虐待対応協力者」とは，在宅介護支援セ
ンター，地域包括支援センター，その他関係機関Ⅲ
民lHIlill休等であるが，連携協力団体としては，弁
護士会，司法書士会，社会福祉士会，医師会等の
ネットワークが必要である。前掲。日本弁説士連
合会高齢者・障害者の権利に関する委員会編「商
齢者虐待防止法活用ハンドブック』44-47頁参照。
27）「高齢者虐待対応協力者」については，地域包括
支援センター，在宅介護支援センター以外のメン
バーの決定は，TlTlI1J材に委ねられている。
28）厚生労uiI省老人保健事業推進費等補助金により
社団法人生活福祉研究機Ｗｌｆに委託された事業。委
員長栃木_三郎（上智大学教授)。
29）「高齢者虐待の予防・早期発見・対応支援ネット
ワークの構築事業報告書」（秦野市，2006）１５頁参
照。
30）新しい公共における３者の役割は，区民はサー
ビスの主体的選択に基づく利川，健康づくり，「１
立生活の維持等。事業者は健全な市場形成による
需川の供給確保や適性競争によるサービスの質の
向上，区民・行政との協働の推進。行政は，地域
市Ill村における高ili6者hL1待防1kシステムの課題 119 
保健福祉の総合的推進，社会福祉構造転換への対
応，サービス供給体制雅備，苦情対応，区民活動
の支援等であり１３者が対鬘等なパートナーシップ
を結ぶとされている。「世田谷区商齢者保健福祉計
画・介誰保険事業計画（第１期)」（平成12年）を
参照。
31）角田幸代『高齢者虐待を防ぐ地域のネットワー
ク』（ぎようせい，2006）28-30頁参照。
32）ｉ葡齢者虐待が発生した場合，支援IIl当者が集ま
り，対応策を協議する場である。参加機関は､事
例に関わっている担当者や行政|ｕ当課，在宅介誰
支援センター１民生委員児童委員，市社会福祉協
議会，老人福祉施設警察等でありⅢ情報の共有，
問題の整理，関係機関の役ｉ１ｆＩ分1u等を行っている。
また年に１回，ネットワークミーティングの総
括が行われている。
33)森本佳樹｢地域福祉情報論序説』(川島書店，1996）
25-26頁。森本は，福祉情報化を「福祉活動にお
いて福祉情報を意識的に利川することである」ま
た「福祉情報を十分に流通・活川して地域福祉シ
ステムを整備し，ニーズ保有者や住民の生活支援
を図る総体の取り組み」としている
34）虐待チェックリストは，虐待の発生があるか支
援者側が判断する材料となる。また，虐待対処レ
ベルでは，分離・保護か見守り支援かどうかを､卜'１
断する薙準もある。津村智恵子「在宅高齢者への
虐待防止と養護者への支援」「国民生活」第36巻第
６号（「il民生活センター、2006）11-14頁参照。
35）横須賀市，名古屋市は高齢者虐待防止センター，
高齢者虐待相談センターを既に設置済である。
36）高齢アメリカ人法，４２ＵＳＣ§30589,Ｌong-term
careombudsmanprogramを参照。
37）「指定介誰老人福祉施設の人員，設Iilfi及び運営に
関する基準」（平成11年厚生省令第39号）参照。虐
待による場合，入所定員及び居室定員を超えても
介護報ＩＭＩの減算対象にはならない。平成18年４１－１
改正。これまでは’定員の５％増しか認められな
かった。
38）角田幸代「高齢者虐待の防｣上，高齢者の養誰者
に対する支援等に関する法律の施行によせて」『高
齢者虐待防｣'二研究」ｖｏＬ２／No.１（2006）２６頁。
400件程度の虐待の中でも，居室の確保が必要な事
例は大多数を占めるわけでないという。
39）日本弁護士会連合会高齢者・障害背の権利に閲
する委員会編『高齢者虐待防止法活川ハンドブッ
ク」（民事法研究会，2006）135頁
40）介護予防特定高齢者施策における特定高齢者把
握事業においては，老人保健事業の雑木健康診査
の実施により，特定高齢者の選定が行われるため，
ユ|え成18年４１=|に事業開始であってもⅢ地域包ITIi支
援センターの業務である介護予防ケアマネジメン
トは，平成18年度後半から稼動される市''１村が圧
側的多数である。
４１）前掲。角田幸代『高齢
トワークｊ22-26頁参照。
Ⅲ高齢者虐待を防ぐ地域のネッ
